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鳥獣保護管理のあり方に関する主な論点（案） 

  

 

 これまでの鳥獣保護管理のあり方小委員会での議論やヒアリング内容、都道

府県等の要望を踏まえ、論点を整理し、それぞれの検討の方向をまとめた。 

 第４回小委員会において論点１～３を、第５回小委員会において論点４以降

について議論を行うこととする。 

 

 

論点１ 

 鳥獣保護法を鳥獣の保護管理を担う法律に転換する必要があるのではないか。 

 

捕獲を規制することが鳥獣保護であった時代と、種によっては積極的に捕獲

をしなければいけない現在では、鳥獣保護法が果たす役割が大きく変化してい

る。 

平成 11年に特定鳥獣保護管理計画制度が創設されて以降、特定鳥獣について

は保護管理が一定程度進められているが、特定計画を促進するための制度面の

措置は、狩猟規制の緩和による捕獲促進が主であり、保護管理全般を支える仕

組みとなっていない。特に、シカについては今後さらなる個体数の増加が見込

まれており、積極的かつ直接的な「管理」が必要である。 

このため、「捕獲規制」による鳥獣の保護という考え方に、「管理（マネジメ

ント）」の視点を加えて全般の見直しを行う必要があるのではないか。 

 

論点２ 

 鳥獣保護管理について、国、都道府県、市町村及び関係団体の役割分担を明確

にするとともに、連携して取り組むことのできる仕組みを構築する必要があるの

ではないか。 

 

鳥獣保護管理の役割分担を明確にした上で、それぞれの取組を推進する必要

がある。ただし、鳥獣保護管理は、土地利用等と同様に複層的に行われるもの

であり、単純な分担の整理は困難。基本的な考え方を示し、各主体が連携する

ことが重要である。 

 

論点３ 

 被害を及ぼしている鳥獣の保護管理は、個体群管理、生息環境管理及び被害防

除対策を総合的かつ効果的に実施することが重要である。中でも、緊急性の高い

個体群管理（捕獲）については制度上改善すべき点が多い。 

 捕獲を効果的に行うことのできる仕組みや体制を構築する必要があるのでは

ないか。 

 

○ 現在の狩猟免許制度は、狩猟者登録をして行う許可のいらない捕獲を前提と

した制度でありながら、現状は許可捕獲のためにも活用されている。実態に

即した制度を検討する必要があるのではないか。 
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○ 私的な捕獲（狭義の狩猟）以外の捕獲を推進するためには、従来の狩猟者に

加え、新たな捕獲従事者を創出する必要がある。現状は個人による捕獲を原

則とした制度であるが、鳥獣捕獲を専門に行う事業者を制度化し、必要に応

じて規制緩和を行うことも検討する必要があるのではないか。 

○ 捕獲を含む鳥獣管理の推進のためには専門的知見を有する者が必要ではな

いか。 

○ また、農林業等の業を守るため、自衛のための捕獲を促進するための方策等

も検討する必要があるのではないか。 

 

論点４ 

 鳥獣の「管理」を促進する手段を法的に位置づけることを検討する必要があ

るのではないか。 

 

都道府県が、特定鳥獣保護管理計画の目標を達成するために必要な場合にお

いて、特定計画に基づき捕獲事業を行うことができることとし、一定の条件下

で当該事業における捕獲等に係る規制緩和を検討する必要があるのではないか。 

 

論点５ 

 広域に分布する鳥獣等のうち、被害が甚大であり個体数の増加が著しい種に

ついて、国が、全国における鳥獣保護管理の実施状況を評価し、必要な施策を

講じることができるようにする必要があるのではないか。 

 

鳥獣保護行政は都道府県の自治事務であるものの、鳥獣の生息数や分布の拡

大が著しく、都道府県による対応だけでは追いつかなくなっている種がある。 

国が指導力を発揮して鳥獣保護管理を推進するため、広域に分布する鳥獣の

うち必要な種及び地域について、国が調査や評価を行い全国の取組の進捗状況

を確認・公表し、提言・指導するとともに、予算的な支援を行うことが重要で

はないか。 

また、希少鳥獣等の国が許可権限を有する鳥獣や広域的な保護管理が必要な

種について、国が特定計画等の策定主体となるべきではないか。 

 

論点６ 

 私的な捕獲（狭義の狩猟）を推進するために必要な措置を検討する必要があ

るのではないか。 

 

 私的な捕獲（狭義の狩猟）による個体数調整機能の維持・拡大も重要である

ことから、狩猟者を減らさず、新規参入を促進するための措置を検討する必要

があるのではないか。 

 また、私的な捕獲による個体数調整機能をより一層発揮させるためには、狩

猟者の技術の向上や狩猟制度の適切な運用等の措置についても検討する必要が

あるのではないか。 
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論点７ 

 科学的な鳥獣保護管理の推進を図る必要があるのではないか。 

 

○ 適切な鳥獣保護管理を実施するためには、科学的な鳥獣保護管理が必要。行

政機関が専門的知見を有する者を活用することが重要ではないか。 

○ 科学的な鳥獣保護管理の実施のためには、捕獲情報（鳥獣種、捕獲数（雌雄

別）、捕獲場所、捕獲効率等）が極めて重要。正確かつ迅速に情報が収集で

きる仕組みを構築し、分析・評価を行う必要があるのではないか。 

 

論点８ 

 鳥獣保護管理の実施について、国民の理解を得るための普及啓発等に力を入

れる必要があるのではないか。 

また、人と鳥獣の関わり方は時代とともに変化してきたが、現代に適した適

切な関係について検討する必要があるのではないか。 

 

今後、鳥獣種によっては大規模な捕獲を含む保護管理を実施する必要がある

ことから、効果的な対策の実施に向けた体制整備、制度改正及び予算確保等を

図るために、鳥獣保護管理の意義について国民に理解してもらい、協力を求め

ていくことが必要ではないか。 

人は、古来より暮らしの中で、鳥獣を狩猟して利用したり、鑑賞したりして

きたが、都市化や過疎化の進行により、多くの人にとって、鳥獣は暮らしと切

り離された存在になってきている。一方で、中山間地のみならず、地方都市に

おいても鳥獣による生活環境被害も深刻化しつつある。人は、鳥獣とどのよう

な関係を作っていくべきか、改めて考える必要があるのではないか。 

 

 

 

【その他の論点】 

 

 主な論点ではないが、検討が必要なものは以下のとおり。必要に応じて適宜

追加を行う。 

 

 鳥獣の鉛中毒被害への対応 

 鉛弾については、希少猛禽類を含む生態系被害が見られることから、北海道

では全道で使用を禁じている。また、その他の都道府県においても鉛弾を対象

として指定猟法禁止区域が指定されている。 

今後、全国的に捕獲数が増加することが考えられるが、鉛弾の使用について

どのように考えるか。 

 

 狩猟鳥獣の定義の整理 

狩猟鳥獣は持続可能な捕獲を前提としているものの、外来種も指定されてい

る。狩猟により外来種の捕獲促進を図るとすれば、定義を変更することを検討

する必要があるのではないか。 
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 狩猟制度の円滑な運用 

 狩猟免許の欠格事由の確認のために鳥獣保護法違反に関する刑の確定情報の

入手ができるようにする（公務所への照会規定の追加）など、狩猟制度を円滑

に運用するために必要な規定の洗い出しを行い、対応を検討する必要がある。 


